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公正な税制を求める市民連絡会 

共同代表 弁護士 宇都宮健児 外 

 

税制と社会保障に関する公開質問について（回答のお願い） 

 

日頃より、公正な税制の実現と社会保障の充実のためにご尽力いただいていることに感

謝いたします。私ども公正な税制を求める市民連絡会は、公正な税制により社会保障を

充実させ、貧困と格差を是正することを目的として、2015年5月に設立された団体です。 

 

さて、所得税の負担率が所得１億円をピークに低下していること、巨大企業の実質的

な法人税負担率が中小企業より低いこと、また、所得税・法人税の減税による税収減を

消費税の導入・増税により補い税負担を豊かな階層から貧しい階層にシフトさせてきた

ことなど、日本の税制のあり方は、公平性、公正性の観点から問題があり、このような

税制のあり方が、貧困・格差拡大の要因となっています。また、パナマ文書により実態

が暴露されつつありますが、タックス・ヘイブンを利用した租税回避も、日本の財政の

根幹に関わる重大な問題です。 

今回、税制と社会保障、それと関わる貧困・格差の問題について、貴党のお考えをお示

しいただきたく、不躾ながら質問状を差し上げました。この質問状は、国会議員を出し

ておられるすべての政党・会派に対して、本部にお送りしています。 

 ご回答の内容については、事務局でまとめた上で、当連絡会のホームページ

（http://tax-justice.com/）に掲載するとともに、マスコミに発表させていただきます

（ご返答がない場合にはその旨公表させていただきます）。 

 

お忙しいところを大変恐縮ですが、勝手ながら６月１０日までに、メールまたはＦＡＸ

にて回答をお送りいただきますようお願い申し上げます。 

なお、メール返信用フォーマットは、当連絡会のホームページよりお取り寄せください。 

http://tax-justice.com/ 

 

         【本件に関する問い合わせ・返信・返送先】 

          公正な税制を求める市民連絡会 事務局  

             〒３３０－００６４ さいたま市浦和区高砂３－１０－４ 東和ビル４階  

                           埼玉総合法律事務所 弁護士 猪 股  正  

                              電 話 ０４８－８６２－０３５５                        

                              ＦＡＸ ０４８－８６６－０４２５ 

                              e-mail CQN01130@nifty.ne.jp 

http://tax-justice.com/

